
■久永かずえ市議の本会議質問  2017年12月議会(11月27日) 

 

１， 子どもと向き合える教職員の多忙化解消について 

 

（パネル①）愛知県では昨年11月に有識者、県市町村教育委員会関係者等による「教員の多忙化解

消プロジェクトチーム」から提言をうけて、県教育委員会として、教員の長時間労働の是正に向け

た具体的な取り組みを進めていくため、「教員の多忙化解消プラン」を策定しました。 

 教員の多忙化解消プランでは、「教員の長時間労働の改善は、教員が一人ひとりの子どもに丁寧に

関わりながら、質の高い授業や個に応じた市道を実現していくために重要で、急いで解決していく

必要がある課題である。保護者や県民の理解を得ながら、市町村の教育委員会、学校と一緒に、教

員が本来の仕事である学習の市道や生徒指導に専念できる環境づくりを進めるもの」としています。 

 

（パネル②）「教員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスに十分配慮し、各教員が健康的に教育活

動に従事できる環境を整えていくことは、学校設置者の責務であり、質の高い教育を持続的に行っ

ていくための基礎である」を基本的な考え方として、在校時間が月80時間を超えている教員の割合

を平成31年度には「０（ゼロ）％」を目指すとしています。来年度の平成30年度は現状数値の半

減以下を目標としていますが大府市としての実態と進捗状況はどのようになっているのかと言う視

点で今回取り上げました。 

 愛知県の公立学校の教員の勤務状況は、中学校では約40％、高校では約15％の教員の在校時間（時

間外労働時間）が、月80時間を超えています。 

 

（パネル③）では、大府市の現状はどうなのか。今年4月現在で、愛知県の教育委員会へ報告され

た数字を見ますと、小学校で80時間を超えて働いている教員は４９人、100時間を超えている教員

は１６人。中学校で80時間を超えている教員は３４人、100時間を超えている教員は５４人という

実態でした。 

そのため、大府市では、中学校の部活動の休みを週1日増やし、６・７月の授業前の部活動「朝部」

をやめるなど、大府市のすべての中学校４校で実施するなど画期的な取り組みとなっています。こ

れは、子どもたちの健康面、教員の多忙化解消に向けての大きな前進であります。その上で4月か

ら8ヶ月が経ち、どのような計画を立て、どのように進められているのか。また、教員の労働実態

についてお伺いします。 

 

（１） 愛知県の「教員の多忙化解消プラン」の進捗状況について 

 

①11 月末現在、在校時間が80 時間超えた教員の数、100 時間を超えた教員の数は小学校、中学校

でそれぞれ何人か 

②年度途中で退職した教員の数、精神疾患で休職中の教員の数はどれだけか 

③大府市では「愛知県教員の多忙化解消プラン」をどのように位置づけ、どのような進捗状況なの

か  お伺いします。 

 

 

２， 平成30年度から県と市が共同運営（広域化）となる国保について 

 

2018年4月からの国保の広域化に向けて準備が進められています。広域化する理由として厚労省

は「安定的な財政運営ができる規模が必要」などとしています。しかし、事実上の広域国保といえ



る政令市の横浜、大阪、札幌など大規模自治体ほど財政難はひどくなっています。 

 

（パネル④）国保の広域化とは、これまで大府市で行ってきた国保事業を、愛知県と大府市で一緒

に国保の運営を行うというものです。県と市でそれぞれの役割があり、大府市は国保加入者の実情

を把握したうえで、これまで通り個々の保険税額を決めたり、徴収を行います。新たに変わる点で

は、愛知県が決めた「国保事業費納付金」を愛知県に支払うことです。 

 

（パネル⑤）その納付金が第3回の試算で約23億円です。大府市の国保の事業費が約17億円です

ので、差額の約6億円が新たな支出となれば、国保税の値上げや、一般会計からの繰り入れでまか

なうなど、負担が大府市民へ直撃してくる大きな問題です。 

 

（パネル⑥）愛知県は国保の財政運営の責任主体となり、制度の安定化を図るための中心的な役割

を担うこととなります。つまり、愛知県内でかかる医療費を一括して管理し、全額県が給付するこ

とになります。一見安定しているように感じますが、国保事業はどの自治体も赤字の運営で、保険

料負担を軽減するために一般会計からの繰り入れでまかなっています。赤字同士の自治体が一緒に

なっても赤字が解消されるわけがありません。そこで質問です。 

（１）平成 30 年度からの国保の広域化を行うことで、大府市民にとってのメリットは何か。お答

え下さい。 

国保の広域化の推進は旧民主党が掲げた「医療保険の一元化」とともに、もともと小泉・自公政

権が医療構造改革の骨格として打ち出したものです。住民に対する市町村の負担軽減をやめさせ、

国民に保険料引き上げか受診抑制かを迫って医療費削減を図ることが狙いです。市民の命と健康を

守る社会保障制度としての公的医療保険を破壊する戦後最大の改悪であります。そこで確認をいた

します。 

（２）国保は一般の生命保険の考えではなく、「社会保障」の一つである。このことについての大

府市の見解をお答えください。 

（３）国保の保険税の大幅値上げについて。 

国保の被保険者は、この4月現在で18,043人。広域化によってこの7月に大府市が出した保険税

の試算では、加入者の約７割が負担増となり、影響が一番大きい世帯で年間106,500の値上げとな

っていました。11月の試算では保険税の試算のもととなり賦課割合である、所得割・均等割り・平

等割の比率を変更し、所得割を50％から55％へ引き上げたことにより、増額世帯は加入者の35％

と減りましたが、影響額が一番大きい世帯は年間168,000の負担増となっています。さらに愛知県

への納付金分を合わせると莫大な値上げ、または一般会計からの繰り入れを行っても多くの自治体

で加入者の負担が増えることが心配されています。大府市でも4月現在、様々な理由で、1,571 人

が現行の保険税を納められていません。年金など収入が増えない中で保険税料が上がれば、生活し

ていくお金が減り、より滞納者が増えるのではないかと思います。そこで、加入者が一番不安を持

っています、保険税の値上げ額についてお伺いします。 

① 県への納付金がこれまでの市の国保事業の支出よりも増えることや、資産割の廃止によって加

入者1人あたりの負担増はいくらになると試算しているのか。また、 

② 収入のない子どものいる、資産を持たない子育て世代などの負担が大きくなると思うが、市の

認識はどうか お答え下さい。  

国は、急激に保険料を引き上げれば混乱が生じる恐れがあるとして、あくまでも標準保険料率は

保険料算定の際の参考であり、実際に税金の割り当てや徴収をする保険料率を決めるのは市町村だ

とし、激変を生じさせない配慮を求めています。例えば、法定外の繰り入れや財政調整基金の取り



崩し、保険料の算定方式、応能・応益割合、保険料割り当ての限度額、個別の保険料減免などがあ

ります。国保税は収入のない子ども一人ひとりにもかかってくるため大きな負担となっています。

一宮市では、70才以上の者・18才未満の者・障がい者などに独自の軽減制度を設けています。負担

が増えればこれまで以上に滞納者が増え、医療を控え、重症化してから受診し、結果医療費の増額、

保険料の増額、滞納世帯増など、悪循環を招くのではないでしょうか。そこで質問です。 

③ 負担増となる世帯に対して「収入のない18歳未満の者、障がい者などへの減免」など、一宮市

のように大府市独自の減免制度を設ける考えはないか  お答え下さい。 

そもそも、国保の会計が苦しくなった発端は、国の税金の持ち出しを大幅に減らしてきたことであ

ります。国の税金の使い方をあらため、国の負担割合を元に戻していくことも必要です。さらに、

市民の声、窓口対応での状況を国と県に伝えていく役割が大府市にあると考えます。そこで質問で

す。 

④ 市民の負担増の実態を国や県に上げ、繰り入れの継続や国の負担金増など加入者への軽減を要

求する考えはあるか 

以上で壇上からの質問を終わります。 


